第１号様式
参 加 意 思 表 明 書
　　年　　月　　日
愛媛県知事　　　　　　　　　様
事業者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名  称
　　　　　　　　　　　　　　　           　（法人名又は共同事業体名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　職　氏名                    ㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　                （共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）
えひめ事業所用太陽光発電設備共同購入推進事業に係る公募型プロポーザル募集要項に基づき、参加意思表明書を提出します。

なお、募集要項「２ 応募要件」をすべて満たしていることを誓約します。
記
（共同事業体の場合の構成事業者名）

	構成事業者名
	代表者名
	住所

	
	
	

	
	
	


（担当者連絡先）※共同事業体の場合は、代表事業者の担当者であること
	所属
	

	役職名
	
	氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	E-mail
	


※以下の欄は、押印を省略する場合のみ記入してください。
	本　件
責任者
	職・氏名
	

	
	電　　話
	
	E-mail
	

	担当者
	職・氏名
	

	
	電　　話
	
	E-mail
	


第２号様式
質　問　票

　　年　　月　　日

	参加事業者の名称
	

	担当者
連絡先
	所属（部署）
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-mail
	

	

	質　問　内　容

	


（注）質問内容ごとに別葉とすること。
第３号様式
えひめ事業所用太陽光発電設備共同購入推進事業に係る企画提案書
　　年　　月　　日
愛媛県知事　　　　　　　　　　様
事業者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名  称
　　　　　　　　　　　　　　　           　（法人名又は共同事業体名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　職　氏名                    ㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　                （共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）

えひめ事業所用太陽光発電設備共同購入推進事業に係る企画提案書を下記のとおり提出します。
記
　１　企画提案の内容　　　　　別添のとおり
　２　提出部数　　　　　　　　２部

３　担当者
	【担当者】　氏      名
　　　　　　所属（部署）
　　　　　　役  職  名
【連絡先】　住      所
　　　　　　ＴＥＬ                    　　ＦＡＸ
　　　　　　Ｅ-mail


※以下の欄は、押印を省略する場合のみ記入してください。
	本　件
責任者
	職・氏名
	

	
	電　　話
	
	E-mail
	

	担当者
	職・氏名
	

	
	電　　話
	
	E-mail
	


１　事業概要
	（事業所用太陽光発電設備共同購入事業の実施方法、太陽光発電設備の設置見込み件数など、事業の概要（全体像）について記載すること。）



２　事業の実施体制
	（統括責任者、プロジェクトリーダー、問合せ窓口に関する業務責任者及び担当者等の人員体制と業務内容、それぞれの経験・資格・能力等を具体的に記載すること。）



注：再委託を行う場合は、再委託先の法人名、所属部署等を記載すること。
３　事業の実績
	（本事業又は類似の事業※の主な実績について記載すること。また、本事業を実施する上で重要となるポイントや実績を踏まえた優位性等があれば、具体的に記載すること。）



※再生可能エネルギーに関連する共同調達事業等
注： 事業の成果を証するものがある場合は可能な範囲で資料添付すること。
４　事業実施スケジュール
	（本事業の開始から、完了までの事業実施スケジュールを具体的に記載すること。）



注：仕様書に記載された業務は漏れなく記載すること。
５　広告宣伝
	（県が行う広告宣伝とは別に、提案者が行う購入希望者及び施工事業者の募集にあたり効果的な広告宣伝について、使用する媒体、実施方法、実施頻度等、具体的な提案をすること。）



６　設置希望者へ提供するプラン
	（事業用太陽光発電設備等について、提案者が考える種類・性能等を示したプランをなるべく具体的に記載すること。また、仕様書に記載の内容については、必ず記載すること。）



７　太陽光発電設備の施工事業者の選定
	（太陽光発電設備を安全及び確実かつ安価に設置できる施工事業者の選定について、価格低減を図るための方法や工夫、必要となる基準（選定基準）の内容や公募から選定までの一連の流れ等、具体的な選定方法を提案してください。また、施工事業者選定後、太陽光発電設備の設置に関する契約が購入者及び施工事業者間で締結されるまでの間、両者の手続き等を円滑に行うための工夫や支援方法等を提案すること。）



８　施工及び検査
	（太陽光発電設備の設置に関する安全性等を担保することができる施工及び検査について、実施方法、実施頻度等を具体的に記載すること。）



９　問合せ対応
	（本事業に関する問合せや、苦情へ対応するための問合せ窓口の設置について、問合せ方法（電話、インターネットメール）、稼働時間等、具体的な提案をすること。）



10　リスク管理
	（本事業を実施するに当たって想定されるリスクやその予防策、対応策について、具体的な提案をすること。）
（想定されるリスクの例）
· 本事業へ参加して、太陽光発電設備の購入を希望される方が、設置の意向を辞退する(以下「辞退者」という)ことにより、施工事業者に余剰在庫が生じる。
· 連携事業者は、本事業への参加者数を想定して、施工事業者から得る手数料を算定するが、辞退者が多い場合には、見込んでいた利益を得ることができない。　等



第４号様式
えひめ事業所用太陽光発電設備共同購入推進事業に係る連携事業者調書
○共同事業体の場合は、その名称を下記に記載すること。

【共同事業体の場合の名称】

	


【単独法人及び共同事業体の代表者】
	項目
	代表事業者
	構成事業者
	構成事業者

	事業者名
	
	
	

	所在地
	本社等
	
	
	

	
	本業務を受託する支社等
	
	
	

	代表者　

職・氏名
	
	
	

	担当者

職・氏名
	
	
	

	連絡先電話番号
	
	
	

	創業年・開設年
	
	
	

	資本金等
	
	
	

	従業員数
	
	
	

	事業内容
	
	
	


注１：各項目は、申込日現在で記載すること。
注２：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

【添付資料】

１ 会社概要書（パンフレット等）

２ 商業登記簿謄本の写し
※共同事業体にあっては、構成事業者全ての資料が必要。
第５号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　約　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
事業者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名  称
　　　　　　　　　　　　　　　           　（法人名又は共同事業体名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　職　氏名                    ㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　                （共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）

「えひめ事業所用太陽光発電設備共同購入促進事業に係る公募型プロポーザル」に参加するにあたり、次の事項を誓約します。
１　地方自治法施行令第167条の４（契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を
得ない者）に該当しないこと。

２  愛媛県の入札参加停止措置を受けていないこと。

３　募集要項等に示す業務を履行する能力を有すること。

４　本事業または類似の事業の実績があること。
５　太陽光発電設備について精通していること。

６　次のアからオのいずれにも該当しない者であること。
　　ア　役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、法人である場合にあっては当該法
人の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下各号
において同じ。）が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平
成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下各号において同じ。））であると認

められる者

　　イ　暴力団（暴対法第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下各号において同じ。）であ
ると認められる者
　　ウ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え
る目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者
　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上利益の供与又は不当に優先的な取扱
いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、関与していると
認められる者
　　オ　役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者
７　宗教活動若しくは政治活動を主たる目的とする団体や個人でないこと。
８　次の要件を満たすこと。

　　ア　過去２年以内に銀行取引停止処分を受けている者でないこと。

　　イ　６ヶ月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。

　　ウ　債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続

　　　　の開始決定がなされている者でないこと。
　　エ　県税その他の租税を滞納していないこと。
９　単独で応募した法人は、他で応募する共同事業体の構成員にならないこと。

10　共同事業体の構成員は、単独での応募又は他の共同事業体の構成員として、重複して応募しないこと。

11　共同事業体で応募する場合は代表する法人を定めること。

